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新中期経営戦略の公表について 

 

 

 当社は、新たな中期経営戦略（New value creation & Sustainability 2027 powered by IOWN）を策

定いたしました。新中期経営戦略の概要は以下のとおりです。 

 

■ 基本的な考え方 

NTT は挑戦し続けます 

新たな価値創造と地球のサステナビリティのために 

～ Innovating a Sustainable Future for People and Planet ～ 

 

■ 新中期経営戦略の取り組みの柱 

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支える NTT へ 

 ①IOWN による新たな価値創造（構想から実現へ） 

 ②データ・ドリブンによる新たな価値創造 

 ③循環型社会の実現 

 ④事業基盤の更なる強靭化 

 

2. お客さま体験（CX）の高度化 

 ⑤研究開発とマーケティングの融合 

 ⑥お客さま体験（CX）を重視したサービスの強化 

 

3. 従業員体験（EX）の高度化 

 ⑦オープンで革新的な企業文化へ 

 ⑧自律的なキャリア形成への支援強化 

 ⑨全世界の従業員の家族を含めたサポートプログラムの強化・充実 

会社名     日本電信電話株式会社 

代表者氏名   代表取締役社長 島田 明 

（コード番号9432 東証プライム） 



 
■ 中期財務目標 

 

目標指標 目標水準(2027 年度) 

全社目標 EBITDA ＋20％増加（対 2022 年度） 

 

成長分野※1 
EBITDA ＋40％増加（対 2022 年度） 

海外営業利益率※2 10％（2025 年度） 

既存分野※3 
EBITDA ＋10％増加（対 2022 年度） 

ROIC 9％（2022 年度実績：8.2%） 

 

上記に加え、サステナビリティ関連指標を設定 

 ・女性新任管理者登用率 ： 毎年 30%以上 

 ・温室効果ガス排出量 ： 2040 年度カーボンニュートラル、ネットゼロをめざす 

 ・従業員エンゲージメント率 ： 改善 

 

※1 IOWN、デジタル・データセンター、電力・エネルギー、スマートライフ、不動産、AI・ロボット等 

※2 NTT データ連結。買収に伴う無形固定資産の償却費等、一時的なコストを除く 

※3 NTT ドコモ・コンシューマ通信事業、NTT 東日本、NTT 西日本 

 

■ 関連資料等 

・プレゼンテーション資料 

 

 
 

 

 

 

 
本件に関するお問合せ先 

財務部門 IR室 井上、渡邊 
Tel :03-6838-5481 
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新中期経営戦略の基本的な考え方

NTTは挑戦し続けます
新たな価値創造と

地球のサステナビリティのために
～ Innovating a Sustainable Future for People and Planet ～
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そのために成長分野への投資拡大

5年間で成長分野に約8兆円の投資

2015 2022 2027

50％UP

（年度）

1兆円/年
0.6兆円/年

1.5兆円/年

1兆円/年

5年で
約8兆円

トータル
約12兆円
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2027年度2022年度

＋20％増加

4兆円

3.3兆円

2027年度に向けて成長のためのキャッシュ創出力を増大し、
EBITDA 約4兆円をめざす

さらに未来のためにキャッシュ創出力を拡大
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取り組みの柱

1.新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

3. 従業員体験（EX）の高度化

i. 光電融合デバイスの製造会社設立
ii. IOWN研究開発・実用化の加速

2. お客さま体験（CX）の高度化

① IOWNによる新たな価値創造（構想から実現へ）

i. パーソナルビジネスの強化
ii. 社会･産業のDX/データ利活用の強化
iii. データセンターの拡張・高度化

②データ・ドリブンによる新たな価値創造

i. グリーンソリューションの実現
ii. 循環型ビジネスの創造
iii. ネットゼロに向けて

③循環型社会の実現

④ 事業基盤の更なる強靭化

⑤ 研究開発とマーケティングの融合
⑥ お客さま体験（CX）を重視したサービスの強化

⑦ オープンで革新的な企業文化へ
⑧ 自律的なキャリア形成への支援強化
⑨ 全世界の従業員の家族を含めたサポートプログラム
の強化・充実
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1. 
新たな価値の創造と
グローバルサステナブル
社会を支えるNTTへ
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 AIの活用拡大等に伴う消費電力増大への解決策として、低消費電力を実現する光電融合デバイスの
早期事業化に向け、｢NTTイノベーティブデバイス株式会社｣を2023年6月に設立
（出資金300億円でスタート、順次増資を検討 ）

i. 光電融合デバイスの製造会社設立

 IOWN（6G等含む）研究開発全体で、2023年度は約1,000億円、以降も継続的に
資金を投下し、サーバー（SWB※1）や、DTC ※2等の実用化も加速

ii. IOWN（6G等含む）研究開発・実用化の加速

光電融合
デバイス

IOWN1.0 IOWN2.0 IOWN3.0 IOWN4.0

チップ内光化ボード接続用デバイスネットワーク向け
小型/低電力デバイス チップ間向けデバイス

2022年度 2023年度- 2029年度-2025年度- 2030年度以降

① IOWNによる新たな価値創造（構想から実現へ）

※1 Super White Box ※2 Digital Twin Computing

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

電力効率
100倍へ



7Copyright 2023 NTT CORPORATION

②データ・ドリブンによる新たな価値創造（スマートワールド）

お客さま

フィードバック

アプローチ

パーソナライズされた
最適なサービスの提案・提供

データ
プラットフォーム

AIによる分析

多様な
サービス提供

自社/パートナーのお客さま情報の蓄積

 パーソナルビジネス等の成長分野への積極的投資を実施

ヘルスケア・メディカルサービス

データ利活用に基づく
高度な医療サービスの享受

様々なサービスを共通の
アプリケーションからワンストップで利用

金融サービス

パートナーお客さま基盤ドコモお客さま基盤

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

～約1兆円以上/5年 ～
ⅰ. パーソナルビジネスの強化（ドコモ・スマートライフ事業の強化）

・・・
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金融・保険 医療・
ヘルスケア 等

行政サービス

製造業 等

通信・メディア
街づくり

（スマートシティ）

AI・ロボットの
高度化

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

②データ・ドリブンによる新たな価値創造（スマートワールド）
ⅱ.社会･産業のDX/データ利活用の強化（AI･ロボットの活用）

 技術やソリューション等をグローバルで相互に展開し、生活や社会を支える産業を変革
～ デジタルビジネス等に約3兆円以上/5年 の投資を実施 ～

IOWN デジタルツイン

相互展開

金融・保険 医療・
ヘルスケア 等

行政サービス

製造業 等

文化・教育
街づくり

（スマートシティ）

AI・ロボットの
高度化

グローバルでのデジタル・ビジネス・イノベーション国内産業におけるDXとデータ利活用の推進
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※1 Structure Research 2022 Reportより中国事業者を除き再集計 ※2 第三者資本活用による設備投資は含みません
※3 データセンターにおけるGHGプロトコルのScope1（自らの温室効果ガスの直接排出）、Scope2（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出）が削減対象
※4 2023年3月時点のNTTコミュニケーションズグループ及びNTT Ltd. Groupで所有するデータセンター専用ビル（第三者とのJV含む）における電力容量

Americas EMEA APACIndia
日本 インドネシア

マレーシア シンガポール等
ドイツ イギリス
オランダ スイス等

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

②データ・ドリブンによる新たな価値創造（スマートワールド）
ⅲ.データセンターの拡張・高度化

300MW※4 400MW※4 150MW※4 250MW※4

 世界第3位※1のデータセンター基盤の更なる拡張とIOWN技術の導入による高度化を推進
～ 約1.5兆円以上※2/5年 の投資を実施 ～

 2030年度カーボンニュートラルの実現※3

現状の合計1,100MWを倍増へ
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1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

③循環型社会の実現
ⅰ.グリーンソリューションの実現

 「グリーンエネルギー × ICT」で実現するグリーンソリューションを推進 ～ 約1兆円/5年 の投資を実施 ～
 再生可能エネルギーの発電事業を拡大するとともに、地産地消型の最適化・効率化された電力の安定供給を実現

※1 Energy Management System（エネルギーマネジメントシステム）

グリーンエネルギー

ICT データ収集、
AIによる分析・予測 EMS※1

分散型データセンタ

工場

バイオマス

水力

太陽光

風力

EV

蓄電池 蓄電池

IOWN

地域グリッド

再エネ発電 地産地消型の電力安定供給
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③循環型社会の実現
ⅱ.循環型ビジネスの創造

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

 さまざまな産業間での資源の循環、地域創生のさらなる加速により、持続可能な社会を実現

一次産業の効率化・
付加価値化・産業振興等
IOWN、5G/IoT、AI・ロボット

エネルギーを起点とした
さまざまな産業を跨る
循環型社会の実現

CO2

スマート林業
• 森林のIoT化
• デジタル化 等

スマート農畜産業
• 農畜産業とICTが融合した運営 等

スマート養殖
• ICTを活用した養殖
• ゲノム編集技術の活用 等

食品残渣
（フードロス）

ごみリサイクル・
バイオガスプラント

再生可能エネルギー
・水力/風力/太陽光 等
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1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

③循環型社会の実現
ⅲ.ネットゼロに向けて

 2040年度に向けて、「NTT Green Innovation toward 2040」のScope3への拡大をめざす

2013
年度

2020
年度

2030
年度

2040
年度

2022
年度

●
Scope1、2

465万トン

●

実績
246万トン

（着地見込み）

●

400万トン

●95万トン

■
Scope3

2,223万トン

実績 2,003万トン
（着地見込み）

■

●
計画
307.5万トン

2030年
温室効果ガス排出量 80%削減

（2013年度比）

モバイル
（NTTドコモ）

データセンター

カーボン
ニュートラル

2040年
カーボンニュートラル

NTT Green Innovation toward 2040※1 Scope3への拡大
サプライヤとの
更なる連携強化

お客さまの
脱炭素への貢献

製品の製造時 等

お客さまの利用時 等
＜NTTグループの温室効果ガス排出量の削減イメージ＞

（国内＋海外）
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④事業基盤の更なる強靭化
1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

システム冗長化
エリア分割

サービス分割

Cエリア
装置

Bエリア
装置

Aエリア
装置

リソース拡張

IoT一般音声

故障時の影響最小化故障発生の未然防止人的ミスの発生防止・運用支援

異常トラフィックの流入規制

強靭なNW/システムの構築
世
界
標
準
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

データ
レイク

IOWN技術

ネットワーク

AI

NW状況の
可視化 シミュレーション 故障予知・

切替

 大規模故障やサイバー攻撃等の発生を踏まえた強靭なネットワーク/システムを実現し、社会インフラを強化するとともに、
激甚化する自然災害等への対策を強化
～ 2025年度までに1,600億円規模※1の投資を実施～

サプライチェーンのリスク分散、オフィスの地域分散等

AI、データ等を活用したプロアクティブな対応・支援等

災害別リスクシナリオの強化

EVやオンサイトPPAによる電源供給

送信元

NTT装置

A B

大量呼を
検知・破棄

大量送信

システムの分割設置

DTC※2 CF※3

増設
NW
装置

NW
装置 拡張

災害対策の更なる強化

※1 その他の信頼性向上施策も含む ※2 Digital Twin Computing ※3 Cognitive Foundation
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2. 
お客さま体験（CX）
の高度化
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⑤研究開発とマーケティングの融合
2. お客さま体験（CX）の高度化

 持株会社において、研究開発推進機能とマーケティング機能、アライアンス機能を融合・強化
 プロダクトアウト型の研究開発の強化に加え、グローバルでの共創による研究開発～プロダクト提供を行うとともに、

さまざまなパートナーとのアライアンスを推進

パートナーとの
アライアンス

お客さま
ニーズの把握

国
内
外
の
お
客
さ
ま

ニーズを踏まえた
プロダクト提供

グ
ル
ー
プ
各
社
・
パ
ー
ト
ナ
ー

プロダクト提供
（プロダクトアウト型）

マーケティング機能を含めたR&D組織の新設

マーケティング部門(新設)
＜マーケティング機能＞ Ｎ

Ｔ
Ｔ
研
究
所アライアンス部門(新設)

＜アライアンス機能＞

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

研究企画部門
＜研究開発推進機能＞

グ
ル
ー
プ
各
社

国
内
外
の
お
客
さ
ま

研究開発マーケティング本部(新設)
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NTT持株・マーケティング部門→研究企画部門/研究所
NTTグループ各社/パートナー

アジャイルでサービスを常に改善、アップデート

⑥CXを重視したサービスの強化

マーケットインで
お客さま満足と事業成長を

同時実現

お客さま体験
ファースト

NTTグループ各社/パートナー

カスタマージャーニーに
寄り添ったKPI設定・運用

NTTグループ各社/パートナー

お客さまの期待を超える
新たな体験や感動の提供

お客さま
（個人、法人、自治体、政府機関等）

2. お客さま体験（CX）の高度化
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3. 
従業員体験（EX）の
高度化
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⑦オープンで革新的な企業文化へ
 お客さま重視を基本に、オープン、コラボレーション、トライ&エラーを重視する文化の浸透
 ダイバーシティ＆インクルージョンは引き続き強化

3. 従業員体験（EX）の高度化

お客さま
重視

コラボレーション
• グループ内/グループ外/

国籍を超えた協働
• 違いから価値を生む

オープン
• グローバル/オープンな議論
• 情報/プロセスを開示
• 健全に対立し議論することの推奨
• 心理的安全性の確保

トライ & エラー
• 失敗を恐れず挑戦する
• 小さく早く失敗し、失敗から学ぶ

ダイバーシティ＆インクルージョン推進
共有価値(Shared Values)

つなぐ(Connect) 信頼(Trust) 誠実(Integrity)
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EX向上

⑧自律的なキャリア形成への支援強化
 社員の自律的なキャリア形成を支援し、事業の成長を支える人的投資を拡大
 ライフイベント（出産、育児、介護等）のサポートも含めたトータルなキャリア形成を支援

3. 従業員体験（EX）の高度化

成長支援

多様な働き方・働く環境整備

オン
ボーディング

キャリア
デザイン

（18専門分野）
業務経験 研修・

スキルアップ
振り返り
・棚卸し

新たな
チャレンジ
・異動

入社
・成長実感
・働きがい
・ワクワク感

多様な採用・雇用形態

多様なキャリアパス

ジョブ型人事制度（管理職）

サイクルを回しながら専門性向上
専門を軸とした人事制度（一般社員）

キャリア
コンサルティング ダブルワーク

18専門分野の
研修メニュー

ダイバーシティな環境

権限移譲リモートスタンダード
（ハイブリッドワーク）

病気治療との両立支援

働く場所の整備
（オフィス・サテライト/シェアオフィス・分散拠点等）

育児・介護休暇/休職促進
（男性育休取得100%）
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3. 従業員体験（EX）の高度化

現在の仕組み 今後

スキーム

対象者

給付内容

ファンド方式
（遺児育英基金）

国内の在職中の従業員

大学卒業までの教育費の一部を助成
• 在職中に死亡した社員が扶養する遺児が対象
• 1988年より実施

現在の方式を準用

海外も含めた在職中の従業員

同様の考え方による助成
各国の雇用や学校教育の枠組みを踏まえ、

今後検討を具体化

⑨全世界の従業員の家族を含めた
サポートプログラムの強化・充実

 従業員が在職中に死亡した場合に、子女の大学卒業までの教育費の一部をサポートする制度を拡充
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中期財務目標



22Copyright 2023 NTT CORPORATION ※2 NTTデータ連結。買収に伴う無形固定資産の償却費等、一時的なコストを除く ※3 NTTドコモ・コンシューマ通信事業、NTT東日本、NTT西日本

＋20％ 増加（対2022年度）EBITDA全社目標

成長分野※1

既存分野※3

EBITDA

海外営業利益率※2

EBITDA

ROIC

＋40％ 増加（対2022年度）

10％（2025年度）

＋10％ 増加（対2022年度）

9％ （2022年度実績：8.2%）

目標指標 目標水準(2027年度)

上記に加え、サステナビリティ関連指標を設定
•女性新任管理者登用率：毎年30%以上
•温室効果ガス排出量：2040年度カーボンニュートラル、ネットゼロをめざす
•従業員エンゲージメント率：改善

中期財務目標

※1 IOWN、デジタル・データセンター、電力・エネルギー、スマートライフ、不動産、AI・ロボット等
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EBITDA推移

※1 IOWN、デジタル・データセンター、電力・エネルギー、スマートライフ、不動産、AI・ロボット等

成長のためのキャッシュ創出力の強化（EBITDAを主要指標に）

 持続的な更なる成長に向けて、キャッシュ創出力を軸とした取り組みを強化することとし、主要指標としてEBITDAを
設定し、2027年度に向けて20％アップとなる4兆円をめざす
（引き続き持続的成長と株主還元を両立し、EPSはこれまでと同等程度の伸びをめざす）

 そのドライバーとなる成長分野※1においては、EBITDA40%アップをめざす

約4兆円約3.3兆円

2022年度 2027年度

約1.3兆円

約
1.9兆円

2022年度 2027年度

• IOWN
• デジタル・
データセンター
（主にグローバル）
• 電力・エネルギー
• スマートライフ
• 不動産
• AI・ロボット 等

NTT連結目標

＋20％増加

成長分野

＋40％増加
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更なる成長の実現に向けた投資拡大
 成長分野※1へ今後5年間※2で約8兆円（従来の50％増）の投資・出資を実施し、
トータルでは約12兆円を計画

 有利子負債/EBITDA倍率は2倍程度で維持・低下

2022 2027（年度）

2.5倍

２倍程度

2015 2022 2027（年度）

50％UP

0.6兆円/年

1兆円/年 1.5兆円/年
トータル
約12兆円

5年で約8兆円

※1 IOWN、デジタル・データセンター、電力・エネルギー、スマートライフ、不動産、AI・ロボット等 ※2 2023～2027年度

成長投資（設備投資＋出資） 有利子負債/EBITDA倍率

1兆円/年
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株主還元の基本的な考え方

継続的な増配の実施を基本的な考え方とする

配当政策

自己株式の取得

機動的に実施し、資本効率の向上を図る
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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する
記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・
事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。
また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行う
ために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。
将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不確
実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能
性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説
明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異な
る可能性があります。

※本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。
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